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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

中間連結会計期間
第76期

中間連結会計期間
第75期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (百万円) 102,100 105,347 225,869

経常利益 (百万円) 468 310 4,332

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 2,511 98 4,204

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 3,085 △34 5,806

純資産額 (百万円) 54,526 56,914 56,973

総資産額 (百万円) 156,737 151,440 161,308

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 212.84 8.31 356.35

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 32.3 34.9 32.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,072 △11,407 10,103

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,805 △3,466 614

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,591 △1,361 △6,624

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 34,541 25,201 41,501

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３ 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び

前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっ

ております。なお、2022年改正会計基準については第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用

し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）につい

ては第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、当中間連結会計

期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】
当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復基調となりました。

住宅業界は、建築価格の上昇等により住宅取得マインドの低下が懸念され、新設住宅着工戸数は、当社の事業

にかかわる持家が34カ月、分譲一戸建住宅が23カ月連続で前年同月割れとなっているほか、居住用建物の着工床

面積も減少しています。

こうした状況の中、当中間連結会計期間の売上高は1,053億47百万円(前年同期比3.2％増加)、営業利益は４億

70百万円(前年同期比21.0％増加)、経常利益は３億10百万円(前年同期比33.7％減少)となりました。なお、親会

社株主に帰属する中間純利益は、前中間連結会計期間において連結子会社（ザ・ナイスコリア株式会社）が固定

資産売却益19億87百万円を計上したこともあり、当中間連結会計期間は前年同期比で96.1％減少し、98百万円と

なりました。

また、当中間連結会計期間において、太陽光発電システムや蓄電池をはじめとするエネルギー関連商材の普及

拡大を図るため、株式会社シェアリングエネルギーと資本業務提携契約を締結したほか、10月１日には株式会社

セレックスを事業会社として中京圏を中心にサッシやエクステリアをはじめとする住宅用建材の販売及び施工を

手掛けるセレックスホールディングス株式会社の発行済株式の85.5％を取得しました。

セグメントごとの経営成績

① 建築資材事業

当事業の売上高は835億74百万円(前年同期比0.6％増加)、営業利益は６億80百万円(前年同期比41.1％減

少)となりました。木材は販売数量が前年同期を上回りましたが、建材・住宅設備機器の売上高は持家や分

譲一戸建住宅の着工戸数の減少等により低調に推移しました。なお、一部の自治体における太陽光発電の設

置義務化の動きや電気代高騰への対応等により太陽光発電システムの販売は増加しました。

② 住宅事業

当事業の売上高は175億53百万円(前年同期比22.9％増加)、営業利益は４億11百万円(前年同期は営業損失

83百万円)となりました。

新築マンション、中古買取再販マンション及び一戸建住宅の売上計上戸数がいずれも前年同期を上回り、

マンション等の総合管理事業は修繕工事の完工等により売上高が伸長しました。

また、新築マンションは2025年３月期第４四半期に売上計上予定の３物件179戸が全戸契約済みとなりま

した。

③ その他の事業

当事業の売上高は42億18百万円(前年同期比10.5％減少)、営業利益は３億24百万円(前年同期比10.7％減

少)となりました。
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セグメントごとの連結売上高及び連結営業利益

売上高 (単位：百万円)

セグメント
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

前年同期比(％)

建築資材 83,098 83,574 0.6

住宅 14,287 17,553 22.9

その他 4,714 4,218 △10.5

合計 102,100 105,347 3.2

営業利益 (単位：百万円)

セグメント
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

前年同期比(％)

建築資材 1,154 680 △41.1

住宅 △83 411 －

その他 362 324 △10.7

消去又は全社 △1,045 △945 －

合計 388 470 21.0

(参考)財務指標 (単位：％)

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

売上高総利益率 13.8 13.7

売上高営業利益率 0.4 0.4

売上高経常利益率 0.5 0.3

自己資本比率 32.3 34.9

当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ98億68百万円減少し、1,514億40百万円と

なりました。これは、現金及び預金、有価証券が減少し、棚卸資産が増加したことなどによるものです。

当中間連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ98億９百万円減少し、945億25百万円となり

ました。これは、仕入債務が減少したことなどによるものです。

当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ58百万円減少し、569億14百万円となりま

した。これは、自己株式、その他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定の減少などによるものです。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

162億99百万円減少し、252億１百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動による資金は114億７百万円の減少（前年同期は30億72百万円の減少）

となりました。主な内訳は、棚卸資産の増加44億31百万円、仕入債務の減少67億22百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動による資金は34億66百万円の減少（前年同期は18億５百万円の増加）と

なりました。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出28億68百万円です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動による資金は13億61百万円の減少（前年同期は15億91百万円の減少）と

なりました。主な内訳は、借入金の純減少額８億24百万円及び配当金の支払額４億70百万円です。
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(3) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に重要な変更はありません。

(4) 経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

について、前事業年度の有価証券報告書に記載した内容からの重要な変更又は新たに定めた経営方針・経営戦略等

はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

(6) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において重要な変更及び新たに定めた基本方針はありません。

(7) 研究開発活動

該当事項はありません。

(8) 従業員数

当中間連結会計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

(9) 仕入及び販売実績

当中間連結会計期間において、仕入実績及び販売実績の著しい増減はありません。

(10)主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著し

い変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,069,600

計 29,069,600

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,180,419 12,180,419
東京証券取引所
スタンダード市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数 100株

計 12,180,419 12,180,419 ― ―

(注) 中間会計期間末現在発行数のうち、424,300株は譲渡制限付株式報酬として普通株式を発行した際の現物出資(金

銭報酬債権808百万円)によるものであります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年９月30日 ― 12,180,419 ― 24,433 ― 7,961
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社ヤマダホールディングス 群馬県高崎市栄町１番１号 2,100,000 17.70

技研ホールディングス株式会社 東京都千代田区神田東松下町17 2,025,700 17.07

株式会社横浜銀行
(常任代理人 株式会社日本カス
トディ銀行)

神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

464,707 3.92

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 株式会社日本カス
トディ銀行)

東京都千代田区大手町一丁目５番５号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

463,903 3.91

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 333,904 2.81

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人 株式会社日本カス
トディ銀行)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

321,520 2.71

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 266,121 2.24

ナイス従業員持株会 神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央四丁目33番１号 242,249 2.04

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 213,300 1.80

パナソニック ホールディングス
株式会社

大阪府門真市門真1006番地 210,100 1.77

計 － 6,641,504 55.97

(注) 上記のほか、自己株式314,491株があります。



― 7 ―

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 314,400

―
権利関係に何ら限定のない当
社における標準となる株式
単元株式数 100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,811,700 118,117 同上

単元未満株式 普通株式 54,319 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 12,180,419 ― ―

総株主の議決権 ― 118,117 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

ナイス株式会社
神奈川県横浜市鶴見区
鶴見中央四丁目33番１号

314,400 ― 314,400 2.58

計 ― 314,400 ― 314,400 2.58

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。



― 8 ―

第４ 【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 33,269 22,977

受取手形、売掛金及び契約資産 ※3 29,551 ※3 29,212

電子記録債権 ※3 9,703 ※3 9,751

有価証券 8,500 2,500

商品 7,052 7,726

販売用不動産 15,268 18,884

未成工事支出金 458 600

その他 2,479 2,684

貸倒引当金 △148 △162

流動資産合計 106,135 94,174

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,481 12,626

土地 26,875 26,863

その他（純額） 3,215 4,115

有形固定資産合計 42,572 43,605

無形固定資産 896 819

投資その他の資産

投資有価証券 7,264 8,131

その他 4,516 4,786

貸倒引当金 △77 △76

投資その他の資産合計 11,704 12,841

固定資産合計 55,173 57,266

資産合計 161,308 151,440
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3 26,371 ※3 20,546

電子記録債務 ※3 15,924 ※3 15,027

短期借入金 18,735 20,391

未払法人税等 772 456

引当金 1,612 1,538

その他 9,292 7,812

流動負債合計 72,709 65,772

固定負債

長期借入金 22,112 19,631

退職給付に係る負債 1,022 910

その他 8,491 8,210

固定負債合計 31,626 28,753

負債合計 104,335 94,525

純資産の部

株主資本

資本金 24,433 24,433

資本剰余金 13,294 13,274

利益剰余金 16,711 16,680

自己株式 △830 △688

株主資本合計 53,609 53,701

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,152 1,090

繰延ヘッジ損益 15 △23

土地再評価差額金 △1,293 △1,293

為替換算調整勘定 △701 △781

退職給付に係る調整累計額 194 174

その他の包括利益累計額合計 △632 △833

非支配株主持分 3,997 4,047

純資産合計 56,973 56,914

負債純資産合計 161,308 151,440
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

売上高 102,100 105,347

売上原価 88,054 90,934

売上総利益 14,045 14,413

販売費及び一般管理費 ※ 13,656 ※ 13,942

営業利益 388 470

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 80 90

その他 411 153

営業外収益合計 494 246

営業外費用

支払利息 371 349

その他 43 57

営業外費用合計 414 406

経常利益 468 310

特別利益

固定資産売却益 1,987 11

投資有価証券売却益 263 22

負ののれん発生益 141 -

段階取得に係る差益 81 -

特別利益合計 2,474 33

特別損失

固定資産除売却損 75 44

減損損失 123 -

特別損失合計 198 44

税金等調整前中間純利益 2,745 299

法人税、住民税及び事業税 216 203

法人税等調整額 △35 △50

法人税等合計 180 152

中間純利益 2,564 147

非支配株主に帰属する中間純利益 53 48

親会社株主に帰属する中間純利益 2,511 98
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

中間純利益 2,564 147

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 517 △43

繰延ヘッジ損益 △6 △38

為替換算調整勘定 △7 △79

退職給付に係る調整額 17 △20

その他の包括利益合計 521 △181

中間包括利益 3,085 △34

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,015 △102

非支配株主に係る中間包括利益 70 67
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,745 299

減価償却費 792 865

減損損失 123 -

のれん償却額 3 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 14

賞与引当金の増減額（△は減少） △592 △48

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △8 △126

受取利息及び受取配当金 △83 △92

支払利息 371 349

固定資産除売却損益（△は益） △1,911 33

投資有価証券売却損益（△は益） △263 △22

負ののれん発生益 △141 -

段階取得に係る差損益（△は益） △81 -

売上債権の増減額（△は増加） 1,733 291

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,456 △4,431

仕入債務の増減額（△は減少） △2,459 △6,722

その他 893 △981

小計 △2,360 △10,570

利息及び配当金の受取額 85 92

利息の支払額 △360 △347

法人税等の支払額 △436 △581

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,072 △11,407

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,683 △2,868

有形固定資産の売却による収入 1,987 21

投資有価証券の取得による支出 △9 △609

投資有価証券の売却による収入 534 41

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

1,161 -

貸付けによる支出 △37 △35

貸付金の回収による収入 40 31

その他 △188 △48

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,805 △3,466

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,202 △375

長期借入れによる収入 1,237 2,000

長期借入金の返済による支出 △3,414 △2,449

社債の償還による支出 △20 -

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △467 △470

非支配株主への配当金の支払額 △71 △16

その他 △56 △48

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,591 △1,361

現金及び現金同等物に係る換算差額 51 △64

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,806 △16,299

現金及び現金同等物の期首残高 37,348 41,501

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 34,541 ※ 25,201
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用し

ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適

用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計

期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（中間連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

顧客住宅ローンに関する抵当権設定
登記完了等までの間の金融機関借入
債務に対する連帯保証債務

5,061百万円 757百万円

２ 貸出コミットメント契約

当社は、主要取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく当中間連結会計期間末における借入未実行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

貸出コミットメントの総額 18,800百万円 18,800百万円

借入実行残高 8,718百万円 7,845百万円

差引額 10,082百万円 10,955百万円

※３ 中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理

一部の連結子会社の中間会計期間末日は金融機関の休業日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。

当中間連結会計期間末日満期手形等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 354百万円 35百万円

電子記録債権 835百万円 36百万円

支払手形 129百万円 21百万円

電子記録債務 4,219百万円 171百万円
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（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

貸倒引当金繰入額 1百万円 19百万円

従業員給与・賞与 4,540百万円 4,468百万円

賞与引当金繰入額 1,164百万円 1,208百万円

退職給付費用 279百万円 197百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金勘定 30,916百万円 22,977百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △374百万円 △276百万円

有価証券 4,000百万円 2,500百万円

現金及び現金同等物 34,541百万円 25,201百万円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 471 利益剰余金 40 2023年３月31日 2023年６月30日

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年11月10日
取締役会

普通株式 236 利益剰余金 20 2023年９月30日 2023年12月11日

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 472 利益剰余金 40 2024年３月31日 2024年６月28日

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年11月７日
取締役会

普通株式 296 利益剰余金 25 2024年９月30日 2024年12月５日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注）

合計

建築資材 住宅 計

売上高

外部顧客への売上高 83,098 14,287 97,385 4,714 102,100

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,064 148 1,213 2,629 3,842

計 84,162 14,435 98,598 7,344 105,942

セグメント利益又は損失(△) 1,154 △83 1,071 362 1,434

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一般放送事業、建築工事事業及び

ソフトウェア開発・販売事業等を含んでおります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,071

「その他」の区分の利益 362

セグメント間取引消去 13

全社費用(注) △1,058

中間連結損益計算書の営業利益 388

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注）

合計

建築資材 住宅 計

売上高

外部顧客への売上高 83,574 17,553 101,128 4,218 105,347

セグメント間の内部
売上高又は振替高

992 111 1,103 2,662 3,765

計 84,567 17,665 102,232 6,881 109,113

セグメント利益 680 411 1,092 324 1,416

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一般放送事業、建築工事事業及び

ソフトウェア開発・販売事業等を含んでおります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,092

「その他」の区分の利益 324

セグメント間取引消去 19

全社費用(注) △964

中間連結損益計算書の営業利益 470

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（企業結合等関係）

重要性が乏しいため、記載は省略しております。
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（収益認識関係）

（顧客との契約から生じる収益を分解した情報）

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント その他
(注)

合計
建築資材 住宅 計

売上高

建築資材 82,954 － 82,954 － 82,954

木材市場 143 － 143 － 143

マンション － 1,431 1,431 － 1,431

一戸建住宅 － 3,849 3,849 － 3,849

管理その他 － 8,448 8,448 － 8,448

その他 － － － 4,714 4,714

顧客との契約から生じる収益 83,098 13,729 96,827 4,714 101,541

その他の収益 － 558 558 － 558

外部顧客への売上高 83,098 14,287 97,385 4,714 102,100

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一般放送事業、建築工事事業及び

ソフトウェア開発・販売事業等を含んでおります。

当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント その他
(注)

合計
建築資材 住宅 計

売上高

建築資材 83,439 － 83,439 － 83,439

木材市場 135 － 135 － 135

マンション － 3,421 3,421 － 3,421

一戸建住宅 － 4,640 4,640 － 4,640

管理その他 － 9,189 9,189 － 9,189

その他 － － － 4,218 4,218

顧客との契約から生じる収益 83,574 17,252 100,826 4,218 105,045

その他の収益 － 301 301 － 301

外部顧客への売上高 83,574 17,553 101,128 4,218 105,347

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一般放送事業、建築工事事業及び

ソフトウェア開発・販売事業等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

１株当たり中間純利益 212円84銭 8円31銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純利益 (百万円) 2,511 98

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益

(百万円) 2,511 98

普通株式の期中平均株式数 (株) 11,797,756 11,819,185

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

取得による企業結合

当社は、2024年８月23日開催の取締役会において、セレックスホールディングス株式会社の株式を取得し、同社

を子会社化することについて決議いたしました。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、2024年10月１日付で当

該株式を取得いたしました。

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 セレックスホールディングス株式会社

事業の内容 持株会社

② 企業結合を行った主な理由

セレックスホールディングス株式会社は、100％子会社である株式会社セレックスを事業会社として、中京

圏を中心にサッシやエクステリアをはじめとする住宅用建材の販売、並びに高い技術力を基盤とした高性

能サッシ等の施工を手掛けております。

この度の株式取得により、当社グループといたしましては、中京圏における販売拡大とともに、従来の木

材や建材・住宅設備機器、エネルギー関連商材に加え、サッシやエクステリアにまで取り扱い商材を拡充

し、住宅１棟当たりの納材シェアを高めてまいります。また、サッシ等の施工力を生かし、納材と合わせ

た部位別での施工に取り組んでまいります。

2025年には省エネルギー基準への適合が義務化されるなど、省エネルギー関連領域の更なる成長が見込ま

れる中、木材の利用促進と断熱材やサッシ等による住宅の外皮性能の向上、太陽光発電システム等のエネ

ルギー関連商材の推進等を通じて、脱炭素社会の実現に貢献してまいります。

③ 企業結合日

2024年10月１日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

85.5％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 9,405百万円

取得原価 9,405百万円
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(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 171百万円

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

２ 【その他】

第76期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）中間配当について、2024年11月７日開催の取締役会において、

2024年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額 296百万円

(2) １株当たりの金額 25円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月７日

ナイス株式会社

取締役会 御中

ＵＨＹ東京監査法人

東京都品川区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 原 伸之

指定社員
業務執行社員

公認会計士 井上 彦一

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナイス株式会社

の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ナイス株式会社及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2024年8月23日開催の取締役会において、セレックスホールディン

グス株式会社の株式を取得し、同社を子会社化することについて決議している。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、

2024年10月1日付で当該株式を取得している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結



財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。




